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今回の景気回復局面では、デジタル家電関連分野が急速に台頭しており、今後の景気回復
の牽引役としても期待が強まっている。

デジタル家電需要の拡大が個人消費を押し上げる力は、①全体に占めるデジタル家電の
シェアが小さいこと、②最も需要拡大が期待される薄型テレビの市場拡大ペースが緩やか
にとどまるとみられることから、当面は限定的と判断できる。

しかしながら、デジタル家電需要の拡大は、以下の３ルートを通じて、中長期的にみて、
わが国経済の持続的成長に大きく寄与していく見込み。

１）①需要拡大が内需中心で外需依存度は低下していること、②テレビの貿易収支黒字化
　でみられるように高付加価値製品での輸出競争力が強まっていること、に象徴されるよ
　うに、外部環境の変化に左右されにくい方向でわが国経済の足腰が強化されつつあるこ
　と

２）部品集約度の高さから電子デバイス需要の急拡大が見込まれるうえ、デジタル家電用
　の電子デバイスは日本企業が優位性を持っていることから、電子デバイス分野への大き
　な生産誘発効果が見込まれること

３）電子デバイス需要の拡大が、半導体関連の設備投資を押し上げること

通信機械・コンピューター需要の低迷により電気機械全体での回復はみられないものの、
以上３点を勘案すれば、デジタル家電主導の景気回復は息の長い持続性が期待可能。

＜　要　旨　＞



電気機械産業の牽引役がデジタル家電にシフト

　

　2002年以降、電気機械の生産が回復局面に転じており、鉱工業生産全体の回復を大きく牽引。
こうした電気機械主導の生産増加は、ＩＴ景気と呼ばれた前回の景気回復局面（1999～2000年）
と同様の姿。

　もっとも、電気機械生産の回復状況を仔細にみると、前回とは大きな違いが存在。すなわち、
前回は、世界的なＩＴ投資意欲の強まりを背景に、通信機械・コンピューター需要が力強く拡大
し、それに伴い電子部品・デバイス生産も急増。一方、今回の回復局面では、通信機械・コン
ピューターはむしろ電気機械生産を押し下げる方向に働いており、代わりに回復が目立っている
のはデジタルカメラ・液晶テレビなどのデジタル家電を中心とする民生用電子機械 。
　さらに、民生用電子機械の回復に引っ張られる形で、電子部品・デバイスも前回の回復局面以
上に大きく増加。稼働率をみても、大半の業種で前回回復局面のピークに達しているなか、電気
機械のなかでピークに達しているのは電子部品・デバイスのみ。情報通信機械では、民生用電子
機械の急回復よりも通信機器・コンピューターの落ち込みの影響が大きく、稼働率は低水準。

　このように、足元の電気機械生産の回復は民生用電子機械、とりわけデジタル家電だけに牽引
されていている状況で、電気機械全体の「回復の強さ」は前回と同レベルながら、「回復の広が
り」が見られず。こうした広がりの欠如は日銀短観の業況判断ＤＩにも現れており、2000年には
電気機械の景況感が大きく改善したのに対し、今回はようやく水面上に転じた段階。

　今後の我が国経済を展望すれば、製造業部門の回復に依存する構造が続くと予想されるなか、
デジタル家電の回復力の強さ・持続性に大きく左右されることに。

（図表１）鉱工業生産の推移（前年同期比）
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（注）電気機械は電気機械、情報通信機械、電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽの合計。

（図表４）業況判断ＤＩの内訳
（大企業・製造業）
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（資料）日本銀行「企業短期経済観測調査結果」

（図表３）設備稼働率の回復状況
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（資料）経済産業省「経済産業統計」をもとに日本総合研究所作成

（図表２）ボトムから２年間の電気機械生産の回復比較
（％）

1998/12→ 2002/1→

2000/12 2003/12

製造工業 11.2 11.0

電気機械 7.8 8.6

電気機械 0.8 1.3

情報通信機械 0.9 0.3

通信機械 0.7 ▲ 0.0

民生用電子機械 ▲ 0.1 0.9

電子計算機 0.3 ▲ 0.4

電子部品・デバイス 6.1 7.0

電子部品 2.1 2.6

半導体・集積回路 4.1 4.3

（資料）経済産業省「経済産業統計」
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個人消費を押し上げる効果は限定的

　

　デジタル家電需要の急拡大により、一定の個人消費押し上げ効果が期待可能。もっとも、以下
の点を勘案すれば、デジタル家電消費が景気全体を持ち上げる効果は、当面、限定的と判断 。

(1) 個人消費全体のなかで、デジタル家電が占めるシェアは小。白物家電なども含めた民生用電
　気機械全体でみてもシェアは２％強にすぎないことから、仮に市場規模が急拡大したとしても
　全体を押し上げる力は限られる。また、所得環境の大幅改善が期待薄ななか、デジタル家電需
　要の拡大は既存製品の消費削減を伴う可能性があること。

(2) 今後、最も需要拡大が期待される薄型テレビについても、以下の３点から市場拡大ペース
　は緩やかにとどまる見込み。
　①完全な新製品ではなく、既存製品に対する更新需要が主とみられることから、爆発的な需要
　　拡大は見込まれないこと。加えて、少子化などを背景に、テレビ市場全体の規模が緩やかな
　　縮小傾向に転じる可能性があること。
　②現状では価格が高いこと。高度成長期のカラーテレビ需要は、相対価格（月収で測った小売
　　価格）の下落とともに普及率が高まっていった。さらに、この時期の相対価格下落は、テレ
　　ビ価格の下落以上に、月収増の効果の方が大きかった。今後、所得の伸びが緩やかにとどま
　　ると予想されるなか、相対価格の下落も緩やかにとどまるとみられることから、普及率の上
　　昇ペースは緩やかになる可能性。
　③薄型テレビ購入のインセンティブとして期待される地上波デジタル放送の視聴エリアが狭い
　　こと。

（図表５）個人消費に占める民生用
電気機械のシェア（2002年）

2.2%

（資料）内閣府「国民経済計算」
（注）電子機械のほか、白物家電などもすべて含む。

（図表６）テレビの国内出荷台数
（季節調整値、年率）
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BSﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送開始

（図表８）テレビの購入単価
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(万円)（図表７）カラーテレビの普及率と価格
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外需依存度の低下が景気の足腰を強化

　

　デジタル家電需要の拡大は、こうした直接的押し上げ効果よりもむしろ、①外的ショックへの
耐性確保、②電子デバイス分野への波及、③設備投資の底上げ、という間接的効果の方が大 。そ
の意味で、中長期的にみて、わが国経済の持続的成長を支える役割を果たすことが期待可能 。

１）外的ショックへの耐性確保

　デジタル家電出荷を内需と外需とに分けると、圧倒的に大きいのは内需であり、当面はこうし
た傾向が続く見通し。足元の出荷をみると、デジタルカメラやカーナビなどに加えて、薄型テレ
ビ・ＤＶＤレコーダーといった新製品市場が急速に拡大し始めている状況。薄型テレビ・ＤＶＤ
レコーダーなどは、まさにこれから市場が立ち上がっていく段階であり、これは、前回のＩＴ景
気が、牽引役となったコンピューター・携帯電話がすでに一定の市場規模を確保していて、需要
拡大余地が大きくなかったことと対照的。

　一方、デジタル家電は貿易面でも安定した強さを発揮。例えば、テレビの輸出入はこれまで大
幅な入超が続いていたが、2002年以降の輸出急増を主因に、足元では出超に転化。これは、欧
米・アジア市場での需要拡大によって、薄型テレビの輸出が増加していることが主因。注目すべ
きは、輸出額増加の要因で、数量増加要因よりも価格（単価）上昇要因の方が大きく寄与してい
る点。日本企業が得意とする高付加価値分野での市場創出により、低価格品に対抗しうる輸出競
争力を回復できるという好例。

　このように、①国内市場を中心とした需要拡大が外需依存度を低下させること、②日本が強み
を持つ製品で輸出競争力が回復しつつあること、の２点は、外的ショックへの耐久度を高め、景
気の足腰が強化されていることを意味する。したがって、2001年のように、欧米諸国でのＩＴ投
資の大幅減少を引き金に、わが国の電気機械生産が急減するようなリスクは小。

（図表11）テレビの輸出入金額の推移
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(億円) （図表12）テレビ輸出の台数と価格
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（図表９）民生用電子機械の出荷
（実質ベース）
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（図表10）民生用電子機器の出荷台数
（万台）

液晶 DVD ﾃﾞｼﾞﾀﾙ ｶｰﾅﾋﾞ

ﾃﾚﾋﾞ ﾋﾞﾃﾞｵ ｶﾒﾗ

2000年 111 375 1,026 216

2001年 129 381 1,387 248

2002年 159 411 2,225 304

2003年 189 571 3,526 377

1Q 143 412 2,320 324

2Q 179 435 3,056 399

3Q 194 527 3,625 380

4Q 240 911 5,105 403

（資料）経済産業省「機械統計月報」

（注）2003年の四半期は年率換算。
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日本企業が強みを持つ電子デバイス生産が急増

　

（図表14）半導体分野での日本企業のｼｪｱ
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（資料）泉谷渉「日本半導体起死回生の逆転」
（注）DVD用システムLSIは松下電器産業のみ。

２）電子デバイス分野への波及

　デジタル家電は部品集約度が高いだけに、電子デバイス分野への大きな生産波及効果が期待可
能。実際、2003年の電子デバイス生産の内訳をみると、ＤＲＡＭ・マイクロコンピュータなどの
低迷が続くなか、ディスプレイドライバ、フラッシュメモリ、ＣＣＤ（電荷結合素子）、液晶素
子などデジタル家電向け製品の生産が急拡大。

　こうした電子デバイス製品は、ＣＰＵやＤＲＡＭとは異なり、現在でも日本企業が「強さ」を
維持している分野。すなわち、デジタル家電の中核部品であるシステムＬＳＩやＣＣＤといった
デバイスは、日本企業が市場をほぼ独占している状況。これら半導体は技術集約度が高く、単な
るコスト削減で対抗できるような性質のものではないことから、これらの分野における日本企業
の優位性は今後数年は崩れない見通し。したがって、今後のデジタル家電市場の拡大とともに、
電子デバイスの生産規模は着実に拡大していくことが期待可能。

　ここで、足元での電子デバイス生産をみると、液晶テレビ・ＤＶＤレコーダー市場の立ち上が
りにより2003年後半から出荷が急拡大。前回の回復局面では出荷増に合わせて在庫を積み上げる
余力があったのに対して、今回は、出荷が増加しているにもかかわらず在庫は低水準にとどま
り、結果的に在庫率が大きく低下している。一方、稼働率も、すでに前回の回復局面のピーク水
準にまで回復している（１ページ図表３）。すなわち、電子デバイスは、業界全体でみても、需
要の拡大に対して生産が追いついておらず、需給が相当逼迫している可能性が大 。

（図表15）半導体素子・集積回路の
出荷・在庫（季節調整値）
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（図表13）半導体素子・集積回路の生産額
（億円、％）

2000年 2003年

生産額 (ｼｪｱ) 生産額 (ｼｪｱ) (寄与)

半導体素子・集積回路 70,776 100.0 59,659 100.0 12.1

半導体素子 11,958 16.9 9,618 16.1 1.4

集積回路 44,281 62.6 34,368 57.6 4.8

半導体集積回路 40,703 57.5 31,697 53.1 4.8

線形回路 6,820 9.6 4,899 8.2 ▲ 0.1

計数回路 33,883 47.9 26,798 44.9 4.9

バイポーラ型 785 1.1 550 0.9 0.1

モス型 33,098 46.8 26,248 44.0 4.9

ﾏｲｸﾛｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 7,763 11.0 6,571 11.0 0.0

ロジック 13,661 19.3 11,281 18.9 1.3

セミカスタム 4,281 6.0 2,956 5.0 ▲ 0.8

ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲﾄﾞﾗｲﾊﾞ － － 2,659 4.5 0.4

その他 6,955 9.8 4,688 7.9 1.6

メモリ 10,686 15.1 6,028 10.1 1.7

ＤＲＡＭ 4,736 6.7 515 0.9 ▲ 2.0

フラッシュメモリ － － 4,796 8.0 3.7

その他のモス型 988 1.4 2,369 4.0 1.9

ＣＣＤ － － 2,159 3.6 1.7

混成集積回路 3,578 5.1 2,671 4.5 0.0

液晶素子 14,537 20.5 15,366 25.8 5.2

（資料）経済産業省「機械統計月報」

（注）2003年の寄与は前年比。最上段は伸び率。
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期待される電子デバイス関連の設備投資拡大

　

３）設備投資の底上げ

　電子デバイス需要の急拡大により、半導体関連の設備投資も今後回復傾向が一段と明確化して
いく見通し。すでに、足元で、半導体製造装置の受注が急増を始めており、設備投資を大きく押
し上げている。また、半導体製造装置についても日本企業が優位に立っている分野であり、製造
装置メーカーの設備投資を誘発する効果も見込める。今後も、デジタル家電が普及していくなか
で、半導体関連の設備投資が景気を下支えする効果が高まっていくことが期待可能。

４）息の長い景気押し上げ効果に期待

　以上を総合すると、今回の生産回復局面では、通信機械・コンピューターの回復の遅れといっ
たマイナス面が残り、電気機械全体の回復はみられないものの、デジタル家電主導の回復は、①
内需を中心に、中長期的な市場拡大が見込まれること、②部品集約度の高さ、技術面での優位か
ら、電子デバイスへの生産誘発が大きいこと、③個人消費・輸出だけでなく設備投資も大きく押
し上げること、の３点を背景に、息の長い持続性が期待可能。

　もっとも、デジタル家電に対する期待が過度に盛り上がるリスクには注意が必要。とりわけ、
薄型テレビの需要拡大ペースは緩やかにとどまることも考えられるため、最終製品・半導体メー
カーが数年後までの需要を見越して供給能力を一気に拡大させた場合、在庫調整・資本ストック
調整が起きる恐れも。製品サイクルの短さ、部品集約度の高さは、需要拡大効果を高める一方
で、シリコンサイクルの振幅を大きくするという諸刃の剣になりうる 。その意味で、個別企業と
しては、業務エリアの明確化、新製品開発に一段と注力するとともに、不断のコストダウンに取
り組んでいくことが必要。

（図表16）電子部品・デバイス生産と
半導体製造装置受注
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（図表17）薄型ﾃﾚﾋﾞの国内市場規模予測
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（図表18）半導体・電子部品業界の牽引役
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（図表19）前回の電子部品・デバイスの
調整局面
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